
協 議 事 項 

第１１回 木曽川文化圏市町合併協議会 



協議第５１号 

 

 

 

一部事務組合等の取扱いについて（案） 

 

 

 

 

 

 

１．川島町が加入している一部事務組合等については、合併する日の前

日をもって脱退する。 

２．共同処理されていた事務や財産等については、他の構成団体との調

整を図りながら、新市に引き継ぐ。 

 

 

 



専
門
部
会
企
画
財
政
部
会

　
一
部
事
務
組
合
等
の
取
扱
い

　
一
部
事
務
組
合
等
の
取
扱
い

１
．
広
域
連
合

２
．
一
部
事
務
組
合

常
勤
の
職
員
に
対
す
る
退
職
手
当
の
支
給
事
務

３
．
協
議
会

４
．
機
関
の
共
同
設
置

川
島
町
、
岐
南
町
、
笠
松
町
、
柳
津
町

協
議
細
目

岐
阜
県
市
町
村
職
員
退
職
手
当

組
合

● ●

●
●

各
務
原
市

調
整
方
針

協
議
項
目

１
．
川
島
町
が
加
入
し
て
い
る
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
合
併
す
る
日
の
前
日
を
も
っ
て
脱
退
す
る
。

２
．
共
同
処
理
さ
れ
て
い
た
事
務
や
財
産
等
に
つ
い
て
は
、
他
の
構
成
団
体
と
の
調
整
を
図
り
な
が
ら
、
以
下
の
３
つ
の
方
針
に
基
づ
き
新
市
に
引
き
継
ぐ
。

　
①
新
市
に
お
い
て
も
継
続
し
て
当
該
事
務
組
合
等
に
加
入
し
、
共
同
処
理
す
る
。

　
②
新
市
に
お
い
て
合
併
す
る
日
を
も
っ
て
新
た
に
当
該
事
務
組
合
等
に
加
入
し
、
共
同
処
理
す
る
。

　
③
新
市
に
お
い
て
単
独
で
事
務
処
理
を
行
う
。

調
整
の
方
針

教
育
委
員
会
事
務

川
島
町

加
入
状
況

項
　
　
　
　
目

名
称

●

●
●

羽
島
郡
四
町
教
育
委
員
会

川
島
町
、
岐
南
町
、
笠
松
町
、
柳
津
町

●

●
●

羽
島
市
・
羽
島
郡
四
町
介
護
認

定
審
査
会

岐
阜
地
域
肢
体
不
自
由
児
母
子

通
園
施
設
組
合

木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会

岐
阜
県
市
町
村
会
館
組
合

岐
阜
地
域
広
域
市
町
村
圏
協
議
会

● ●

動
向
見
込

共
同
処
理
す
る
事
務

各
務
原
市
、
川
島
町
な
ど
、
県
内

市
町
村
（
岐
阜
市
、
大
垣
市
、
高

山
市
、
多
治
見
市
、
関
市
、
中
津

川
市
を
除
く
）
及
び
広
域
連
合
・

一
部
事
務
組
合
等

①

構
成
団
体

③

　
し
尿
及
び
ご
み
の
処
理
並
び
に
こ
れ
ら
の
処

理
施
設
の
建
設
及
び
維
持
に
関
す
る
事
務

②
又
は
③

①③

　
市
町
村
職
員
の
福
利
厚
生
に
関
す
る
事
業
等

を
行
う
団
体
等
の
用
に
供
す
る
事
務
所
の
設
置

及
び
管
理
に
関
す
る
事
務

③

川
島
町
な
ど
、
１
７
市
町
村

　
学
齢
前
の
肢
体
不
自
由
児
が
、
保
護
者
と
と

も
に
当
該
施
設
へ
通
園
し
て
、
肢
体
機
能
回
復

訓
練
の
実
施
及
び
育
成
指
導
に
関
す
る
事
務

各
務
原
市
、
川
島
町
な
ど
、
県
内

全
市
町
村

① ①

　
総
合
立
体
的
な
振
興
整
備
を
図
る
た
め
、
広

域
市
町
村
圏
計
画
の
策
定
及
び
連
絡
調
整
に
関

す
る
事
務

③

木
曽
川
右
岸
地
帯
水
防
事
務
組
合

　
木
曽
川
の
洪
水
に
よ
る
水
害
を
警
戒
、
防
御

し
被
害
を
軽
減
す
る
た
め
、
水
防
上
必
要
な
監

視
、
通
報
、
水
防
活
動
等
に
関
す
る
事
務

　
市
町
合
併
、
新
市
建
設
計
画
の
作
成
に
関
す

る
事
務

川
島
町
、
羽
島
市
、
岐
南
町
、

笠
松
町
、
柳
津
町

介
護
認
定
審
査
事
務

各
務
原
市
、
川
島
町

各
務
原
市
、
岐
阜
市
、
柳
津
町
、

笠
松
町
、
岐
南
町

岐
阜
羽
島
衛
生
施
設
組
合

川
島
町
、
岐
阜
市
、
羽
島
市
、

笠
松
町
、
柳
津
町
、
岐
南
町

（
地
方
自
治
法
第
2
5
2
条
の
2
）

② ③
羽
島
郡
広
域
連
合

●
消
防
事
務

　
公
平
委
員
会
事
務
、
火
薬
類
取
締
法
に
基
づ

く
事
務

●

各
務
原
市
、
川
島
町
な
ど
、

１
４
市
町
村

2
0
0
3
/
1
2
/
1
7
 
9
:
5
4

木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会



協議第５２号 

 

 

 

広報広聴関係事業（自治組織）の取扱いについて（案） 

 

 

 

 

 

 

１．川島町の町内会長は、合併の日をもって各務原市自治委員に委嘱す

る。 

２．自治組織への補助金等については、原則として、各務原市の現行制

度に統一するものとする。ただし、自治組織の運営上、影響が大き

いものについては、緩和措置を講ずる。 

 

 

 



専
門
部
会
企
画
財
政
部
会

自
治
組
織

自
治
組
織

○
名
称

：
自
治
会

○
名
称

：
町
内
会

○
連
合
会

：
各
務
原
市
自
治
会
連
合
会
○
連
合
会

：
川
島
町
町
内
会
連
合
会

○
自
治
組
織
の
長
の
身
分

○
自
治
組
織
の
長
の
身
分
：
－

：
2
6
,
5
2
9
,
0
0
0
円

：
2
5
,
0
0
0
円

：
4
4
0
円
×
加
入
世
帯
数

広
報
紙
配
布
手
数
料
：
4
1
,
5
3
6
,
0
0
0
円

町
内
会
広
報
会
補
助
金
：
 
3
,
3
7
6
,
5
0
0
円

：
1
,
0
0
0
円
／
年

1
6
1
7
1
8
1
9
2
0

自
治
会
振
興
交
付
金
：
3
7
,
4
3
8
,
0
0
0
円

：
5
0
,
0
0
0
円

：
5
0
0
円
×
加
入
世
帯
数

町
内
会
事
務
補
助
金
：
 
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

１
．
川
島
町
の
町
内
会
長
は
、
合
併
の
日
を
も
っ
て
各
務
原
市
自
治
委
員
に
委
嘱
す
る
。

２
．
自
治
組
織
へ
の
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
各
務
原
市
の
現
行
制
度
に
統
一
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
自
治
組
織
の
運
営
上
、
影
響
が
大
き

　
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
緩
和
措
置
を
講
ず
る
。

調
整
の
方
針

１
．
自
治
組
織
等

○
世
帯
割

調
整
方
針

項
　
　
　
目

各
務
原
市

川
島
町

２
．
自
治
組
織
の

長
に
対
す
る
手
当

○
均
等
割

自
治
委
員
報
酬

３
．
自
治
組
織
に

対
す
る
補
助

（
平
成
１
４
年
度
実
績
）

○
均
等
割

○
世
帯
割

○
世
帯
割

調
整
方
針

協
議
項
目

　
各
種
事
務
事
業
の
取
扱
い

　
広
報
広
聴
関
係
事
業
（
自
治
組
織
）

協
議
細
目

　
自
治
組
織
の
長
に
対
す
る
手
当

に
つ
い
て
は
、
各
務
原
市
の
現
行

制
度
に
統
一
す
る
。

　
自
治
組
織
の
長
を
自
治
委
員
に
委
嘱

し
、
委
員
報
酬
を
支
払
う
。

　
自
治
組
織
に
つ
い
て
は
、
「
各

務
原
市
自
治
会
連
合
会
」
と
「
川

島
町
町
内
会
連
合
会
」
で
協
議
の

上
、
統
合
す
る
よ
う
調
整
に
努
め

る
。

：
各
務
原
市
自
治
委
員

　
（
非
常
勤
特
別
職
）

（
平
成
１
４
年
度
実
績
）

⇒

※
平
成
1
4
年
度
に
つ
い
て
は
、
町
内
会
役
員
の

　
任
期
（
月
数
　
1
2
か
月
→
1
5
か
月
）
変
更
中
の
た
め

　
1
年
分
（
1
2
か
月
分
）
と
し
て
は

　
○
世
帯
数
×
1
0
0
円
×
1
2
か
月
（
月
数
）
＝
3
,
1
5
1
,
2
0
0
円

　
各
種
自
治
組
織
へ
の
補
助
に
つ

い
て
は
、
川
島
町
内
会
の
減
額
分

を
平
成
１
８
年
度
以
後
２
年
間
で

１
／
３
ず
つ
逓
減
し
、
平
成
２
０

年
度
か
ら
統
一
す
る
。

(
平
成
１
４
年
度
支
給
実
績
)
※

（
平
成
１
４
年
度
実
績
）

（
平
成
１
４
年
度
実
績
）

川
島
町
内
会
全
体
の
減
額
分

A
＝
町
内
会
広
報
会
補
助
金
（
川
島
町
の
現
行
制
度
：
Ｈ
1
4
年
度
実
績
・
1
2
か
月
分
）

B
＝
町
内
会
事
務
補
助
金
　
（
川
島
町
の
現
行
制
度
：
Ｈ
1
4
年
度
実
績
）

C
＝
広
報
紙
配
布
手
数
料
　
（
各
務
原
市
の
制
度
を
適
用
し
た
場
合
の
試
算
）

D
＝
自
治
会
振
興
交
付
金
　
（
各
務
原
市
の
制
度
を
適
用
し
た
場
合
の
試
算
）

(
A
：
3
,
1
5
1
,
2
0
0
円
+
B
：
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円
)
-
(
C
：
2
,
6
2
6
,
0
0
0
円
+
D
：
1
,
7
6
3
,
0
0
0
円
)
＝
1
,
5
6
2
,
2
0
0
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
≒
1
,
5
0
0
千
円

緩
和
措
置

統
一

差 額

（
町
）
（
市
）

（
川
島
町
内
会
へ
の
対
応
）

木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会



専門部会 企画財政部会

根拠<集会施設に対する補助金交付要綱> 根拠<町内会等が新築する集会施設等補助基準>
○新築、改築、購入 ○新築
◆算定基準 ◆補助率…2/3
基準単価×床面積×補助率 ◆算定基準
◆限度額 基準単価×補助率
・木造、鉄骨、コンクリートブロック ◆限度額

100㎡＋0.7㎡×構成地域世帯数

・鉄筋コンクリート

町地域振興事業費補助金（修繕）
○修繕 ○修繕
◆算定基準 ◆補助率…1/2
（修繕費－30万円）×補助率 ◆算定基準
◆限度額 整備、修繕費×補助率
Ｗ75未満の区域は、100万円 （千円未満は切り捨て）
Ｗ75以上の区域は、200万円

： 2,400,000円

　集会施設建築補助について
は、各務原市の現行制度に統
一する。
　ただし、合併以前に川島町
が承認した事業計画について
は、町の定める「町内会等が
新築する集会施設等補助基
準」に準じ、補助する。

※修繕については、各務原市
の現行制度に統一し、緩和措
置を設けない。

川
島
町
内
会

Ｈ19

Ｈ20廃止

　集会施設運営費補助金につ
いては、廃止する。
　ただし、平成１８年度以後
２年間で１／３ずつ逓減し、
平成２０年度から廃止する。

４．集会施設に
関する補助

33㎡以上 600万円 1,500万円

Ｈ16 Ｈ17

Ｈ18

○均等割(20,000円×10施設)＋世帯割(2,799)
　＋維持費割

項　　　目 各務原市 川島町 調整方針

協議細目

調整方針

協議項目 　各種事務事業の取扱い 　広報広聴関係事業（自治組織）

(平成１４年度実績)

町内会集会施設運営補助金

Ｗ75未満 Ｗ75以上

　Ｗ75未満の場合…1/2
　Ｗ75以上の場合…8/10
※Ｗ→うるささ指数、川島町は、Ｗ75未満
　　　の区域となっている。

Ｗ75未満 Ｗ75以上

補助率（新築、改築、購入、修繕全て同じ）

400万円
450万円
500万円

1,000万円
33～150㎡
150～200㎡
200㎡以上

…一件審査

木造・鉄骨 …169,１00円/㎡ 未満
面積：
単価：
鉄筋コン
クリート

緩和措置

木曽川文化圏市町合併協議会



協
議
第
５
３
号
 

   

上
・
下
水
道
事
業
（
上
水
道
）
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
案
）
 

     

 

上
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
各
務
原
市
の
現
行
制
度
に
統
一
す
る

も
の
と
す
る
。
 

た
だ
し
、
「
水
道
料
金
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
１
７
年
度
か
ら
平
成
１
９
年
度
ま
で

緩
和
措
置
を
講
じ
、
そ
の
後
、
現
行
の
各
務
原
市
の
徴
収
基
準
に
統
一
す
る
。
 

ま
た
、
「
料
金
の
徴
収
方
法
」
「
給
水
負
担
金
」
「
開
発
負
担
金
」
に
つ
い
て
は
、
合

併
後
、
早
い
時
期
に
各
務
原
市
の
現
行
制
度
に
統
一
す
る
。
 

 

  



専門部会 上下水道部会

調整方針川島町

　事業所の位置については、合併と同時
に各務原市水道事業庁舎（三井東町４丁
目３２番地）とする。

　役場庁舎に課長、水道2名、下水道2
名、庶務2名の計7名の職員が勤務してい
る。

項　　　目 各務原市

　水道事業庁舎に水道49名、下水道17
名、計66名の職員が勤務している。１．事業所の位置

加入負担金の額給水負担金の額 口径

調整方針

協議項目 　各種事務事業の取扱い 　上・下水道事業（上水道）協議細目

　上水道事業については、原則として、各務原市の現行制度に統一するものとする。ただし、「水道料金」については、平成１７年度から平
成１９年度まで緩和措置を講じ、その後、現行の各務原市の徴収基準に統一する。また、「料金の徴収方法」「給水負担金」「開発負担金」
については、合併後、早い時期に各務原市の現行制度に統一する。

調整の方針

４．開発負担金

　合併と同時に川島町上水道事業は各務
原市へ譲渡され、1つの給水区域として上
水道事業を行う。
　（合併前に川島町水道事業の廃止届を県知
事に提出し、合併後に新市で譲受届出書を県
知事に提出する。）

２．給水区域な
ど事業認可及び
水道施設

　行政区域全域を給水区域に取り込み、
一つの水道事業を経営している。三井水
源系、西市場水源系の現有施設の存続
で、これ以上の統廃合は考えていない。

　行政区域のうち、専用水道のエーザイ
㈱川島工園を除いた区域を給水区域にし
て、一つの水道事業を経営している。今
後は、第１水源の位置変更、改修工事を
計画している。

３．給水負担金
（加入負担金）

　加入負担金については、川島町の加入
負担金の水準を各務原市の水準に引き上
げ、「給水負担金」とする。

　給水新設工事の際に、申請口径に応じ
た新加入負担金を徴収している。
（口径別に条例で規定）

　給水新設工事の際に、申請口径に応じ
た給水負担金を徴収している。
（口径別に条例で規定）
口径

30mm

13mm
20mm
25mm
30mm

629,000円
設定なし

150,000円
385,000円

40mm
50mm
75mm

100mm

40mm
50mm
75mm

1,642,000円
2,473,000円
5,714,000円

130,000円
260,000円
330,000円

13mm
20mm
25mm

400,000円
520,000円
1,500,000円
2,000,000円

　開発負担金については、各務原市の
現行制度に統一する。
　（川島町地域においても開発負担金
制度を適用することとする。）

9,171,000円
13,103,000円

100mm 設定なし

　一定規模（開発面積1,000㎡又は16戸以
上の共同住宅）以上の給水新設工事に対
しては、給水負担金とは別に給水負担金
の額の2分の1（専用住宅は1戸50,000
円）を開発負担金とし、条例で規定して
徴収している。

150mm

開発負担金は徴収していない。

150mm 設定なし

木曽川文化圏市町合併協議会
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・基本料金〈基本水量なし〉（税別） ・基本料金〈基本水量20m3〉（税別）

・水量料金（税別） ・超過料金（税別）

14年度

☆一般家庭の平均使用量による試算
　（口径13mmで2か月に50m3使用の場合）
　水道料金　：5,870円（税別）

☆一般家庭の平均使用量による試算
　（口径13mmで2か月に50m3使用の場合）
　水道料金　：4,300円（税別）

13年度

・その他
料金水準を抑えるため、一般会計から水道事
業会計に財源補てんが毎年行われている。

財源補てんの内訳

40mm
　料金の徴収方法については、合併時か
ら調整を行い、平成１７年１月に各務原
市の現行制度に統一する。
（「隔月の当月検針徴収方法」へ）

100円
200円
200円
300円

50mm

計

29,442千円

45,717千円

28,703千円

28,703千円

収益的収入へ

－資本的収入へ 16,275千円

150mm

100円
160円

1m3につき
1m3につき

　50円
115円1m3につき

1m3につき

 21m3～200m3

175円51m3～
201m3～

1m3につき 1m3～20m3

21m3～50m3

75mm
100mm

1,200円
89,800円
128,400円 75mm

56,400円
1,000円
400円

量
水
器
使
用
料

6,200円

30mm

20mm
25mm

川島町

1,420円
3,800円

項　　　目 各務原市

・水道料金制度
　　口径別基本料金（基本水量なし）
　　逓増制水量料金制度

・徴収方法
　　隔月検針で検針当月徴収

５．水道料金及
び徴収方法、会
計処理方法

2か月あたり金額

調整方針

協議細目

13mm

・水道料金制度

　　基本料金（基本水量20m3）
　　逓増制超過料金に口径別の
　　量水器使用料を加算

・徴収方法
　　隔月検針で検針翌月徴収

全口径 1,200円
口径 2か月あたり金額

　水道料金については、本来、合併と同
時に川島町の料金水準を各務原市の水準
に引き上げることが望ましいが、標準的
な一般家庭で36.51％の値上げが必要とな
るため、3年間は不均一の水道料金とす
る。

Ｈ20

調整方針

協議項目 　各種事務事業の取扱い 　上・下水道事業（上水道）

↑

差
額
↓

Ｈ16

50mm
40mm 16,200円
25mm

24,400円

口径
13mm
20mm

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

⇒

（町）（市）

統一
激変緩和

木曽川文化圏市町合併協議会



専門部会 上下水道部会
協議細目

調整方針

協議項目 　各種事務事業の取扱い 　上・下水道事業（上水道）

項　　　目 各務原市 川島町 調整方針

　また、早い時期に遠隔操作のできる施
設にするための改修工事を実施する。

　水道法に基づく水道技術管理者を1名任
命する。

・水道技術管理者
　　　施設課主幹を任命。

・水道技術管理者
　　　　水道係長を任命。

６．各水源及び
配水関係施設の
管理

　施設については、合併後、直ちに役場
庁舎2階のテレメータ設備を、各務原市水
道事業庁舎4階に移設する工事を行い集中
監視できるようにする。
　なお、工事完了までは、夜間も含めて
職員の常時配置又は巡回等による監視体
制をとる。

・水源
　　　　三井、西市場2か所で、管路は
　　　つながっており、受水池4か所、
　　　配水池12か所。

・施設
　　　　すべて無人化し、水道事業庁舎
　　　4階で遠隔操作、監視している。
　　　　勤務時間外は警備会社に委託
　　　し、ガードマンが常時配備されて
　　　いる。

・水源
　　　　第1・第2・笠田3か所で、管路
　　　はつながっている。

・施設
　　　　月曜から金曜日まで嘱託員が巡
　　　回。
　　　　役場庁舎2階でテレメータにより
　　　監視している。

　水源については、新市において引き継
ぐ。

木曽川文化圏市町合併協議会


	14-00‹êŁﬂ”ŒŒ±‚g“⁄ﬁŽ.pdf
	幹事会案　１頁 

	“LŁñ“L™®−Ö„W†i”©”¡‚g’D†j.pdf
	幹事会案　１頁

	“LŁñ“L™®−Ö„W†i”©”¡‚g’D†j2.pdf
	幹事会案　２頁

	‘ã›º’–ﬁ¹”Œ‰Æ†i‘ã’–ﬁ¹†j.pdf
	幹事会案　１頁

	‘ã›º’–ﬁ¹”Œ‰Æ†i‘ã’–ﬁ¹†j1.pdf
	幹事会案　２頁

	‘ã›º’–ﬁ¹”Œ‰Æ†i‘ã’–ﬁ¹†j2.pdf
	幹事会案　３頁


